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筑後小郡インターチェンジ周辺地域のまちづくり方針 

（１）目的 

九州全体の経済循環を支える高速自動車道、鉄道が結節する小郡・鳥栖地域は、九州の人流・物流の要衝

として、広域交通の高いポテンシャルを有している地域である。また、九州の物流拠点として流通生産機能

も加わった産業機能の立地も進んでいる。 

この立地需要を踏まえ、筑後小郡インターチェンジ周辺地区では将来にわたって農業との調和を図った土

地利用を誘導していくことが求められている。現在、筑後小郡インターチェンジ周辺地域では市街化調整区

域と地区計画による開発の規制・環境保全、また、都市計画法第 34 条第 12 号区域指定による集落維持の取

組みが進められている。 

本まちづくり方針は、地域の自然環境を守りながら、進展する人口減少、少子高齢化、厳しい農業維持環

境、後継者問題などの課題解決に向けて、市と地域とが協働で取り組んでいくためのものである。 

 

（２）検討区域 

 まちづくり方針の検討区域には、大分自動

車道筑後小郡インターチェンジや国道 500

号、主要地方道久留米筑紫野線（（県道53号）、

一般地方道本郷基山停車場線（（県道 132 号）、

一般地方道吹上北野線（県道 737 号）、基幹

公共交通軸である甘木鉄道があり、また、立

石小学校、立石中学校、立石校区コミュニテ

ィセンターなどの公共施設が立地、大規模既

存集落に指定されている松崎、上岩田地区な

どを含む範囲とする。（検討区域の面積：約

400ha） 

 

①検討区域の特性 

・検討区域が位置する立石地域は、小郡市の北東部に位置し、筑紫野市や筑前町、大刀洗町と隣接した地域

である。また、地形は概ね平坦で、田園地帯が広がるほか、北側には花立山、西側には宝満川が位置する

など自然環境豊かな地域である。 

・江戸時代には、久留米府中から松崎地区を通り山家を結ぶ薩摩街道が整備され、街道沿いの松崎地区に宿

場（松崎宿）が設けられて栄えた。このように、旧来から交通の要衝として栄え、現在でも、広域的な交

通網が整備されている。 

・鉄道は、区域の南側に基幹公共交通軸である甘木鉄道が東西に走り、区域内には松崎駅、今隈駅、西太刀

洗駅が位置している。 

・道路は、区域の南側を東西に大分自動車道が横断しており、筑後小郡インターチェンジが位置している。

また、幹線道路として、国道 500 号、主要地方道久留米筑紫野線（県道 53 号）、一般地方道本郷基山停車

場線（県道 132 号）が整備されている。その中で、筑後小郡インターチェンジと接続している主要地方道

久留米筑紫野線は、現在４車線化の整備が進められている。 

・区域内には、三井幼稚園、立石小学校・中学校、立石校区コミュニティセンターなど公共施設が立地して

いる。 
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②土地利用の状況 

・区域のほとんどが農振農用地区内の農地であり、田・畑等の自然的土地利用が多くを占めているが、筑後

小郡インターチェンジ周辺の主要地方道久留米筑紫野線（（県道 53 号）沿線で要件を満たす区域は、大規模

流通業務の立地が許容され、さらに、市の総合計画や都市計画マスタープランなどとの整合を図りながら、

市街化調整区域の地区計画を決定することで、倉庫業、製造業などの施設を誘導する産業系の立地が図ら

れている。 

・主要地方道久留米筑紫野線（（県道 53 号）沿線には、検討区域北側に干潟第２工業団地、筑後小郡インター

チェンジ西側に上岩田工業団地が造成されている。 

・薩摩街道沿線に集落が形成されており、特に、かつて宿場として栄えた南部の松崎地区一帯には、大規模

な既存集落が形成されている。 

・区域内には商店等の生活利便施設が少なく、生活必需品でさえも近隣の地域に出かけ購入している実情が

ある。そのため、地域住民からは生活利便性向上を求める声があり、商業施設や医療、福祉、介護施設な

どの生活利便施設の誘導を図る必要がある。 

・既存集落の状況は、松崎、上岩田地区の一部を福岡県が平成 4 年に大規模既存集落として指定し、その後、

市が平成 31 年に松崎上岩田地区地区計画を策定し、建築物の用途の制限等を行っている。その他既存集落

（今隈区（・上岩田区（・松崎区（・井上区（・下鶴区（・佐野古区（・吹上区（・立石区）は、都市計画法第 34 条第 12

号区域指定（県条例第 6 条）により集落維持が図られている。 

検討区域の基盤状況
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（３）上位計画、関連計画 

 検討区域のまちづくり方針を検討する上で、その前提となる上位計画、関連計画を整理する。上位計画、

関連計画から、次の４点を筑後小郡インターチェンジ周辺のまちづくり方針の前提とする。 

 

持続可能な土地利用 

・市街化調整区域における持続可能な土地利用を実現するために、特に交通至便な地区においては、住宅や

製造業・物流施設などの計画的な土地利用を図る。 

 

集約型都市づくりによる環境負荷の軽減 

・集約型の都市づくりに向けて、地域の生活利便性向上に寄与する交通結節点での広域拠点整備や、基幹公

共交通軸沿線への都市機能の誘導、新たな鉄道駅に接軸する大規模集客施設の立地を誘導を図り、暮らし

やすいまちづくりを進める。 

 

地域資源の活用による既存集落の活力の再生 

・市街化調整区域である検討区域では都市計画制度を活用した土地利用のコントロールによる住環境の整備

とともに、生活サービスや雇用の場を創出する機能を誘導するため、地域資源の活用による既存集落の活

力の再生を図り、持続可能なまちづくりを進める。 

 

筑後小郡インターチェンジ周辺での工業・商業・物流業務機能の集積・誘導 

・主要幹線道路沿線やインターチェンジ周辺では、工業（・商業（・物流業務機能の誘導によるにぎわい・雇用の

場の創出を図る。 

 

①第6次小郡市総合振興計画 

将来像 人がつながり 市民が躍動する温かみのある都市 おごおり 

～「共感・共働・共創」による共生社会を目指して～ 

検討区域に 

関連する 

事項 

基本施策２：地域資源を生かした活力あるまちづくり 

（基本方針） 

・市街化調整区域では、地域の実情に応じた都市計画制度の手法を展開し、持続可能な土地

利用を進める 

・交通利便性を生かし、筑後小郡インターチェンジ周辺への企業の誘導に努める 

計画期間 基本構想：令和 4 年度～令和 12 年度（9 年間） 

前期基本計画：令和４年度～令和８年度（5 年間） 

後期基本計画：令和９年度～令和 12 年度（4 年間） 

出典 「第 6次 小郡市総合振興計画」令和 5年４月 1 頁、3頁、23 頁 
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②筑後都市圏 都市計画区域の整備、開発、保全の方針 

都市づくり

の基本理念 

①持続可能な、快適で魅力ある都市生活を身近な街なかで送ることのできる都市づくり 

②誇りがもてる美しい都市づくり 

③地力のある都市づくり 

④自然の保護や都市ストックの活用により、環境にやさしいまちづくりを進める 

⑤多様な主体が参画するまちづくり 

都市づくり

の目標 

地域色を生かした文化と産業を育む田園都市圏の形成をめざす筑後都市圏 

検討区域に 

関連する 

事項 

３）市街化調整区域の土地利用方針 

（④秩序ある都市的土地利用の実現に関する方針） 

・鉄道及びインターチェンジに近接する交通至便な地区については、利便性と良好な環境を

備えた住宅地や工業・流通機能を有する地域の計画的な市街化を検討 

５）大規模集客施設の立地誘導方針 

（公共交通軸の沿線における土地利用の方針） 

・広域拠点または拠点の都市機能を補完する目的で、公共交通軸の沿線において駅やバス停

に接軸する大規模集客施設について、その立地を許容 

計画期間 令和３年 4 月 30 日公示 目標年次：令和 17 年 

筑後都市圏の将来像図 

 

 
 

   出典 「筑後都市圏 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」令和 3年４月 30 日 24 頁～110 頁
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③小郡市都市計画マスタープラン 

まちづくり

の理念 

個々を育み共に創る生活緑園都市 

都市づくり

の基本方針 

・人口減少 、高齢化の問題や、環境負荷の小さな都市づくりとして『集約型の都市づくり』

が求められている。 

・小郡市においても、２つの基幹的な公共交通軸のポテンシャルを生かし、交通結節点にお

ける広域拠点の形成、交通軸沿道への都市機能の誘導等により、暮らしやすく、魅力ある

まちづくりが必要である。 

検討区域に 

関連する 

事項 

地域づくりの目標（立石地域） 

・区域全体に広がる農地や花立山などの豊か

な自然環境を保全 

・松崎宿のまち並みや上岩田遺跡などの歴

史・観光資源の整備・活用を推進 

・集落地においては計画的な住環境整備によ

る集落活力の再生 

・筑後小郡インターチェンジを中心に工業流

通機能の集積を促進 

・農業と工業が調和したまちづくりに取り組

む  

地域づくりの方針（立石地域） 

・ほ場整備等の基盤整備を行った農地は、集

団的優良農地として保全を図る。 

・大規模既存集落に指定されている松崎、上

岩田地区と一体となる地区計画制度を活用

し、住環境の整備を誘導する。 

・国道 500 号沿線は商業・業務機能の集積、集落部分は住宅系の土地利用を図る。 

・上岩田工業団地の西・東側隣接部は、上岩田工業団地と一体となる産業系の土地利用を検

討する。 

・今隈区は、今後地区計画制度による都市基盤、土地利用をコントロールすることも検討す

る。 

・既存集落は人口減少が顕著であることから、集落の維持、活性化に向けた土地利用を図る

ため、都市計画制度等の活用を検討する。 

・筑後小郡インターチェンジ周辺地区において、地区計画制度を活用し、工場・流通業務機

能の集積、誘導を図る。 

・企業誘致等による新たな土地利用については、農業調整を図りながら、都市計画制度を活

用し、都市計画の見直しを検討する。 

計画期間 平成 18 年度～令和 2 年度 

             出典 「小郡市都市計計画マスタープラン［第 3版」平成 30 年 5月 109 頁～110 頁 
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④第2期小郡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

基本目標 ①地方における安定した雇用を創出する 

②小郡市への新しい人の流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 

検討区域に 

関連する 

事項 

基本目標１：地方における安定した雇用を創出する  

（２）企業誘致による雇用の確保 

①企業誘致の推進 

・筑後小郡インターチェンジ周辺をはじめとする工業誘導地区での企業誘致を推進し、新た

な雇用の場の創出を図る。 

基本目標２：小郡市への新しい人の流れをつくる 

（３）安心して暮らせる住まいの整備 

①民間住宅開発の推進 

・市街化調整区域においては、開発規制緩和制度の活用を図りながら、地域のニーズに合わ

せた住宅開発を推進する。 

計画期間 令和２年度～令和 6 年度 

出典 「第 2期小郡市まち・ひと・しごと創生総合戦略 令和 4年３月 6 頁、8頁 

 

⑤第2期小郡市商業活性化計画 

基本方針 【商業地づくり】人が集いにぎわいのあるまち 

【店づくり】魅力ある個店が集まる活力あるまち 

【絆づくり】元気な事業者を育て地域で支えるまち 

検討区域に 

関連する 

事項 

基本目標：回遊性が生まれ、人が集まり、にぎわいあふれる環境づくり 

施策の方向性：①誘客・回遊性の向上を図る（集うまち、商業環境整備） 

〈生かすべき点、問題点の整理〉 

‣まちの賑わいに地域差が生じている。 

‣大型商業施設への期待と個人店舗への期待が混在している。 

計画期間 令和 4 年度～令和 8 年度 

             出典 「第 2期小郡市商業活性化計画 令和 4年３月 3 頁、25 頁、27～28 頁  
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（４）まちづくりの基本的方向 

 本市には、南北に走る西鉄天神大牟田線、東西に走る甘木鉄道の 2 本の鉄道があり、市内の鉄道駅は 12 駅

があり、駅、沿線を中心に都市的土地利用が進んでいる。 

今後、高齢化や人口減少を想定した土地利用など、社会や地域の変化に対応した土地利用が求められてい

る。そのため、持続可能なまちづくりに向けて、鉄道駅周辺への都市機能の集約により、駅へのアクセス性

の向上、生活サービスの向上を図り、住み続けられるまちづくりを進めていく。 

また、郊外地域の既存集落の維持・活性化を推進していくため、農地保全、農業環境に配慮しながら、地

域特性に応じた都市計画制度の手法を展開することで、持続可能な土地利用を進める。 

さらに、福岡・久留米両都市圏の間に位置し、九州自動車道と大分自動車道のクロスポイントに隣接する

筑後小郡インターチェンジの交通利便性を活かして、周辺地区への企業の誘導等、雇用の場づくりを図り、

持続可能なまちづくりを進める。 

 

①鉄道駅を中心とした生活利便性の高いまちづくりの推進 

 地域全体に広がる農地との調和を図りつつ、生活利便性の向上に向けて、市街化調整区域を維持しなが

ら、基幹公共交通軸である甘木鉄道の各駅（松崎駅、今隈駅、西太刀洗駅）周辺に生活利便施設等の誘

導を図るなど、駅を中心としたまちづくりを進めます。 

②鉄道駅へのアクセス向上 

各駅と公共施設（三井幼稚園・立石小学校・立石中学校、立石校区コミュニティセンター）が立地する

生活エリア、観光資源（花立山（城山公園）、松崎宿のまち並み、上岩田遺跡など）がある交流エリア

とを結ぶアクセスの向上を図ります。 

③農業と調和した土地利用の促進 

 農振農用地内の農地の保全、物流機能の進出圧力が強い主要地方道久留米筑紫野線（県道 53 号）及び一

般地方道本郷基山停車場線（県道 132 号）沿道での無秩序な農地転用の抑制、集落の活力維持に向けた

定住人口の受け皿づくりなど、農業と調和した土地利用を促進します。 

④インターチェンジを活かした企業誘致・雇用の場の創出 

 筑後小郡インターチェンジや拡幅整備等が進む主要地方道久留米筑紫野線（県道 53 号）、一般地方県道

本郷基山停車場線（県道 132 号）を活かし、製造業・先端型産業・商業・物流機能を中心とした企業誘

致・雇用の場の創出を図ります。 

⑤自然・歴史資源を活かした観光まちづくりの推進 

 交流人口の拡大による地域活性化に向けて、自然資源（花立山（城山公園））や歴史資源（松崎宿のま

ち並み、上岩田遺跡など）を活かした観光まちづくりを進めます。 
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（５）まちづくりの課題 

 まちづくりの基本的方向に対する検討区域の課題を整理すると、以下の通りである。 

まちづくりの基本的方向 まちづくりの課題 

①鉄道駅を中心とした生活利便性の

高いまちづくりの推進 

 

【参考資料】 

①検討区域の人口・世帯数の状況 

②立石小学校・中学校の生徒数の推移 

③三井幼稚園の園児数の推移 

④小郡市の小売店舗の立地状況 

 

・人口減少、高齢化が進行しています。特に、20 代～40 代の子

育て世代の流出に伴い、子どもの数が減少しています。子育て

世帯の移住・定住の促進、高齢者も暮らしやすい地域づくりに

向けては、「集約型の都市づくり」の方向性を踏まえ、基幹公

共交通軸である甘木鉄道の駅を中心として、生活利便施設等の

誘導を図り、住みやすいまちづくりを進めていく必要がありま

す。 

・小郡市全体として、商業中心性指数（45 頁参照）が低く、市外

に消費が流出しています。宝満川左岸地域は右岸地域と比べて

商業施設等が少なく、地域の生活利便施設に対するニーズは高

く、その対応が求められています。 

・市街化調整区域（小郡市）と非線引き都市計画区域（太刀洗町）

が隣接していることを踏まえ、土地利用の規制や誘導を図る生

活利便施設等について連携して取り組む必要があります。 

②鉄道駅へのアクセス向上 

 

 

【参考資料】 

⑤甘木鉄道の利用者数の推移 

⑥松崎駅・今隈駅・西太刀洗駅の 

  駅勢圏 

 

・国道 500 号は慢性的に渋滞が発生しており、その解消が求めら

れています。加えて、主要地方道久留米筑紫野線（県道 53 号）

沿道を中心に物流施設の進出が見られ、今後交通量の増加によ

る渋滞、交通事故の増加などが懸念されます。そのため、パー

ク＆ライドや、駐輪場整備による自転車・バイクとの連携など

公共交通の利用促進を図るとともに、既存の生活・交流エリア

から各駅までの安全・安心な歩行者動線を確保する必要があり

ます。 

・交流人口の拡大による地域の活性化に向けて、松崎宿は松崎

駅、花立山は西大刀洗を中心に交流エリアへのアクセス向上を

図る必要があります。 

③農業と調和した土地利用の促進 

 

【参考資料】 

⑦立石地域の営農者の状況 

⑧市街化調整区域の地区計画による住

宅開発の事例 

・営農者の高齢化、後継者不足により、今後空き地や耕作放棄地

が生じる恐れがあり、現在でも都市計画法第 34 条第 12 号の

区域指定が行われているが、集落の維持を図ることができてい

ません。 

・拡幅整備等が進む主要地方道久留米筑紫野線（県道 53 号）、

一般地方県道本郷停車場線（県道 132 号）沿道では物流機能の

進出圧力が強い状況です。そのため、都市計画手法を活かし、

農業と調和した適切な土地利用を誘導していく必要がありま

す。 

④インターチェンジを活かした企業

誘致・雇用の場の創出 

【参考資料】 

⑨工業団地の状況 

・市内の工業団地は全て分譲済みの状況です。雇用の場の創出の

観点からも、引き続き、インターチェンジを活かし、企業誘致

を進めていく必要があります。 
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⑤自然・歴史資源を活かした観光まち

づくりの推進 

・交流人口の拡大にむけて、小郡市景観計画において景観形成重

点地区に位置付けられている検討区域内及び周辺にある花立

山の自然資源や松崎宿のまちなみ、上岩田遺跡の歴史資源を活

かした観光まちづくりを進めていく必要があります。 

・松崎宿は、松崎上岩田地区地区計画区域内に位置し、自然・歴

史資源を活かした計画を進めて行く必要があります。 

 

【まちづくり課題図】 
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（６）まちづくり構想 

 上位（・関連計画や、まちづくりの基本的方向、課題を踏まえて、本検討区域におけるまちづくり構想（（案）

を以下の通りとする。 

 基幹公共交通軸である甘木鉄道の各駅周辺への居住機能、生活利便施設の誘導を図るとともに、駅へのア

クセス向上のための生活軸の形成、また、既存集落の活力維持・再生のため、公共サービス集積エリアやそ

の周辺において定住人口の受け皿づくりに取り組む。 

さらに、交通・生活利便性の更なる向上、交流人口の拡大を図るため、新駅設置に取り組むほか、雇用の

場の創出と農業と調和した土地利用を進めていくために、駅周辺や生活軸（主要地方道久留米筑紫野線の隣

接地）において都市計画手法を活用した基盤整備に取り組む。 

 

①駅周辺への生活利便施設、居住施設の誘導と生活軸の形成（駅中心のまちづくりゾーン） 

・駅を中心としたまちづくりに向けて、基幹公共交通軸である甘木鉄道甘木線の各駅（松崎駅・今隈駅・西

太刀洗駅）の周辺に地区計画や都市計画法第 34 条第 12 号区域指定により、住宅・生活利便施設等の誘導

を図る。また、面的な住宅開発を行うために民間事業者に対してサウンディング調査を実施し、民間事業

者の意見、提案を取り入れながら、都市的土地利用を図っていく。その際、市街化調整区域（小郡市）と

非線引き都市計画区域（大刀洗町）が隣接していることを踏まえ、都市の持続可能性の観点から土地利用

の規制や、住宅・生活利便施設等の誘導について、大刀洗町と連携した取組みを検討する。 

・各駅へのアクセス向上に向けて、現在、４車線化に向けた拡幅整備及び検討が進む主要地方道久留米筑紫

野線（（県道 53 号）と、拡幅整備が進む県道本郷基山停車場線（（県道 132 号）、市道 10 号を生活軸と位置づ

け、安全・安心な歩行空間の整備に取り組む。 

・松崎地区は、景観重点形成地区であることから、良好な道路空間の創出に向けて道路拡幅やカラー舗装化

などにより景観の保全を図りつつ、それを踏まえた松崎上岩田地区地区計画を推進する。 

 

②立石小学校周辺地区の生活エリアを中心とした定住人口の受け皿づくり（（生活にぎわいゾ

ーン） 

・人口減少、少子高齢化が進む既存の集落地域の活力維持・再生のため、三井幼稚園・立石小学校・立石中

学校・立石校区コミュニティセンター等の子育て、教育施設が集積するエリアでは、小中一貫教育の検討

等を踏まえ、新規居住地区の整備を図るとともに、空き家の活用（ 例（ 店舗、飲食店等）、生活利便施設の

誘導を図り、定住人口の受け皿づくりに取り組む。 

・地区内には狭隘な生活道路があり、周辺に物流施設が立地し大型車等の往来も増えているため、安全・安

心な歩行空間づくりに向けて地元要望等も踏まえ、道路改良や交通規制などを検討する。 

 

③新駅設置による交通・生活利便性の更なる向上（新たな魅力創出ゾーン） 

・地区の交通利便性、生活の利便性の向上により、定住人口、交流人口の拡大を図るため、甘木鉄道甘木線

と主要地方道久留米筑紫野線（県道 53 号）の交差する地区に新駅設置を検討する。 

・新駅周辺地区には、筑後小郡インターチェンジもあり、新たな魅力創出に向けて広域からの誘客も可能な

生活利便施設(大規模集客施設)の誘致に取り組む。その際、駅を中心とした生活利便施設(大規模集客施設)

へのバリアフリーなアクセス整備など、鉄道利用者の安全・安心を確保するための歩行者専用道路の整備

を検討する。 
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④駅周辺や生活軸の隣接地での基盤整備（面的整備推進ゾーン） 

・交通利便性が高く製造業・物流施設の進出圧力が強い筑後小郡インターチェンジ周辺、主要地方道久留米

筑紫野線（（県道 53 号）及び県道本郷基山停車場線（（県道 132 号）、市道 10 号沿線地区においては、雇用の

場を創出するため、製造業・先端型産業・商業・物流機能等を誘導する面的整備を推進する。 

・地域の環境を維持し適切な土地利用を推進するため、都市計画手法を活用し、駅周辺や地区の生活軸に隣

接する農地の無秩序な転用の抑制を図る。 

・多発化・激甚化する豪雨災害に対応するため、小郡市石原川河川改修計画に基づき、石原川の河川改修を

推進する。 

 

⑤集落の活力再生、農業共生のまちづくり（農業共生ゾーン） 

・既存農家集落である吹上、佐野古、下鶴、井上区については、都市計画法第 34 条第 12 号区域指定が行わ

れ、一戸建て専用住宅及び第 2 種住居専用地域の用途の中で必要な建築物を許容している。今後は、定住

人口の更なる受け入れ促進に向けて、地区計画制度を活用した宅地の面的整備についても検討する。また、

既存居住者と移住者との良好なコミュニティづくりのため、地域が主体となって取り組むミクストコミュ

ニティ形成に向けた活動を支援することで、既存集落の活力再生を推進し、農業と調和を図るまちづくり

を進める。 

 

⑥自然・歴史環境エリアの整備（交流ゾーン） 

・交流ゾーンである花立山、松崎地区においては、駐車場や誘導サイン・案内板等を設置し、観光パンフレ

ットも作成している。今後は、これらを活かした交流人口の拡大による地域の活性化に向けて、玄関口と

なる西大刀洗駅と花立山（城山公園）、松崎駅と松崎宿・上岩田遺跡などとのアクセス向上（例：シェア

サイクルやレンタサイクルの導入）に向けた取組みを検討する。また、両交流ゾーンを繋ぐ江戸時代の街

道である薩摩街道を活かし、景観形成や周遊ルートの整備などの取り組みを進める。 

・花立山は、県内で最大の古墳群であることから、文化庁の国指定文化財への指定を目指し、更なる自然・

歴史環境の保全を図る。 

・松崎地区においては、生活道路が狭小なところがあるため、安全・安心な歩行空間に向けて地元要望を踏

まえ、道路改良や交通規制などを検討する。 

 

以上の項目を踏まえて、①駅中心のまちづくりゾーン、③新たな魅力創出ゾーン、④面的整備推進ゾーン

を中心に飛び市街化区域編入、②生活にぎわいゾーン、⑤農業共生ゾーン、⑥交流ゾーンは市街化調整区域

を維持する、筑後小郡インターチェンジ周辺のまちづくりを推進します。 
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【まちづくり構想図】 
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（７）持続可能な都市づくりを実現するための整備スケジュール 

 

持続可能な都市づくりを実現するには、都市機能の集積した拠点の形成に加え、各拠点を効率よく持続す

る公共交通軸の形成が必要であることから、新駅の設置を前提とし、駅前広場、当該施設までの歩道、及び

住宅等を加えた整備完了スケジュールを『筑後小郡インターチェンジ周辺まちづくり構想』に示したうえで

事業実施する予定である。 

 

  

まちづくり構想に伴うスケジュール（案）

新

駅

設

置

令和９年（2027年）令和7年（2025年） 令和8年（2026年）令和5年（2023年） 令和6年（2024年）

シ

ェ
ア

サ

イ

ク

ル

令和１１年（2029年）

交

通

安

全

対

策

工

事

イ

ン

タ

ー

周

辺

及

び

久

留

米

筑

紫

野

線

沿

線

の

交

通

対

策

協

議

会

専

用

歩

道

設

置

駅

周

辺

の

ま

ち

づ

く

り

令和１０年（2028年）

住

宅

開

発

・

河

川

改

修

地域公共交通計画

の策定

地域公共特定事業

実施計画

（実施設計）作成

（甘木鉄道）

社会資本整備事業

交付申請

新駅設置運輸局

認可申請

地質調査、新駅の

詳細設計（甘木鉄道） 新駅工事着手

（甘木鉄道）

運輸局

協議

甘木鉄道、

関係自治体と

の合意形成

『地域公共交通再構築事業』

の活用に向けた協議

（社会資本整備総合交付金）

用地買収

歩道工事着手（小郡市）

駅広ロータリー内花壇整備・維持管理等

（市＋地元住民＋三井高校）協議

サウンディング

調査

地権者説明会＋

まちづくり委員会設立

事業者

選定

事業者

決定

まちづくりの内容を協議

(道路線形・石原川河川改修・建築物の用途等)

都市計画手続き

ロータリー内

花壇整備

造成工事開始

久留米県土整備事務所協議

実施設計（市）

駅前広場の

景観への配慮

新駅の休憩施設

の活用

以後 内を繰り返し

協
議
会
設
立

協
議
会
（
最
低
年
1
回
）

協
議
会
（
最
低
年
1
回
）

詳細設計（市）

事業者＋運営管理者選定・協議 実施

終了予定

供用開始

完了

供用開始

完了

※安全対策のロードマップを作成し、実施する

庁
内
協
議

地
元
区
長
会
協
議

安
全
対
策
実
施

協
議
会
（
最
低
年
1
回
）

協
議
会
（
最
低
年
1
回
）

協
議
会
（
最
低
年
1
回
）

協
議
会
（
最
低
年
1
回
）



14 

 

（８）参考資料 

①検討区域の人口・世帯数の状況 

１）年齢3区分別人口の推移 

 
出典：国勢調査 

 

２）年齢3区分別人口割合 

 
出典：国勢調査 
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３）一般世帯数及び世帯当たり人員の推移 

 
出典：国勢調査 

４）6歳未満、18歳未満、65歳以上世帯員のいる一般世帯数の推移 

 
出典：国勢調査 

５）人口移動の状況 

 
出典：国勢調査 
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②立石小学校・中学校の生徒数の推移 

 
出典：小郡市資料 

 

③三井幼稚園の園児数の推移 

 
出典：小郡市資料 
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④小郡市の小売店舗の立地状況等 

１）市内の大型小売店舗の立地状況 

 

出典：第 2 期小郡市商業活性化計画(※一部店舗更新)令和 4 年 3 月 
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２）類似都市・近隣都市との小売商業規模等の比較 

 

 
出典：（「第 2 期小郡市商業活性化計画」令和 4 年 3 月 
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③甘木鉄道の利用者数の推移 

 
出典：小郡市資料 

 

④松崎駅・今隈駅・西太刀洗駅の駅勢圏 

令和 3（2021）年度の定期券データより、3 駅の利用者属性を整理する。 

１）基山方面からの利用者 

・松崎駅は通学者が多く、今隈駅、西太刀洗駅は通勤者が多い。 

  松崎駅 今隈駅 西太刀洗駅 合計 

通学 97 39 48 184 

通勤 47 44 56 147 

合計 144 83 104 331 

・利用者の居住地をみると、松崎駅は市内よりも、久留米市など市外からの利用が多い。これは、三井高校

等へ通う高校生の利用によるものと推察できる。 

・今隈駅や西太刀洗駅も市内よりも市外からの利用が多いが、隣接する大刀洗町からの利用が多い。 

  松崎駅 今隈駅 西太刀洗駅 合計 

大刀洗町 9 50 79 138 

小郡市 46 12 13 71 

久留米市 52 5 4 61 

筑紫野市 7 1 1 9 

鳥栖市 4 2 2 8 

福岡市南区 3 1 1 5 

大野城市 5 0 0 5 

不明 3 1 1 5 

朝倉市 1 1 2 4 

三養基郡基山町 4 0 0 4 

福岡市博多区 3 1 0 4 

その他 7 9 1 17 

合計 144 83 104 331 
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２）甘木方面からの利用者 

・各駅とも通学者が多い。 

  松崎駅 今隈駅 西太刀洗駅 合計 

通学 60 26 17 103 

通勤 5 6 6 17 

合計 65 32 23 120 

 

・利用者の居住地をみると、松崎駅は市内よりも、朝倉市など市外からの利用が多い。これは、三井高校等

へ通う高校生の利用によるものと推察できる。 

・今隈駅や西太刀洗駅も市内よりも市外からの利用が多いが、特に隣接する大刀洗町からの利用が多い。 

  松崎駅 今隈駅 西太刀洗駅 合計 

朝倉市 37 2 2 41 

三井郡大刀洗町 3 21 15 39 

朝倉郡筑前町 16 1 1 18 

小郡市 7 6 3 16 

その他 2 2 2 6 

合計 65 32 23 120 

出典「甘木鉄道株式会社」資料 

 

⑦立石地域の営農者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2020 年農林業センサス 
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⑧市街化調整区域の地区計画による住宅開発の事例 

小郡市二森の「あすてらす地区地区計画」は平成 26 年に地区計画の決定を行っている。最寄りの鉄道駅

は、西鉄端間駅までの距離は平均 750m、御原小学校までの距離は平均 1,300m である。 

一方、筑後小郡インターチェンジ周辺のまちづくり構想の②生活にぎわいゾーンは、立石小学校まで 200m

以内、新駅予定地まで 1,400ｍ、③新たな魅力創出ゾーンでは、新駅まで 200m 以内と近接し、立石小学校ま

では平均 1,300mである。 

市内において、唯一市街化調整区域で計画的な住宅開発を実施した例である。地区のうち住宅地はＡ（・Ｂ（・

Ｃ地区で面積 4.3ha であり、計画戸数は 153 戸である。 

 住宅開発が開始される前、平成 24 年の二森区の人口は 997 人であり、令和 19 年より 30 人程度の減少が

見られる。しかし平成 28 年以降、住宅分譲が開始された後は、令和元年 5 月末が 1,438 人、令和 5 年 5 月

末が 1,642 人である。住宅開発によって、令和 5 年は平成 24 年より約 1.65 倍の人口増加が見られる。 下

表:二森区人口推移を参照） 

年齢層の内訳は、平成 24 年は 0～14 歳が 120 人、30～44 歳が 208 人に対し、令和元年が 302 人、385

人、令和 5年が 412 人、475 人であり、0～14 歳は約 4倍、30～44 歳は約 2.2 倍の増加が見られ、子育て世

代の定住が考えられる。 下表:二森区人口推移を参照） 

 併せて当地区は、都市計画法第 34 条第 12 号区域指定により、第 2種低層住居専用地域の用途まで許容で

き、一戸建て専用住宅の建築も進んでいるため、人口の増加異の一因となっている。 

そのため、筑後小郡インターチェンジ周辺のまちづくり構想では、②生活にぎわいゾーン及び③新たな魅力

創出ゾーンの南側の新駅周辺において、計画的な住宅開発を行うことで、「あすてらす地区地区計画」と同様

に人口増加を見込める。 

出典：小郡市資料 
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⑨工業団地の状況 

団地名：干潟第 2 工業団地 

団地面積：3.26ha  

業務用地面積：2.17ha 

状況：全区画分譲済み 

団地名：上岩田工業団地 

団地面積：16.6ha  

業務用地面積：11.38ha 

状況：全区画分譲済み 

 

出典：小郡市資料 

 

 

 

 

 

 


